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４　職員の定員、現員調べ
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５ 役付職員の調べ

（平成29年9月1日現在）

年 月

１　前年度指摘事項等に対する措置等

課　　　　名 係（担当）名 課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

県土総務課
・建設業の許可等に関すること。
・建設工事及び測量等業務（以下「建設工事等」という。）の入札及び契約に関すること。
・建設工事等の入札制度等に関すること。

建設業･入札制度室

総務担当

用地室
・用地・補償事務に関すること。
・収用委員会の運営に関すること。

・部の予算経理、連絡調整及び庶務に関すること。
・部内各課及び地方機関との連絡調整に関すること。

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員  計

備　　　　　考

定　　　　員

現　　　　員

過不足(△)

臨 時 職 員

非常勤職員

職　　　　　名 氏　　　　　　名
在職期間

備　　　　考

県土整備部長 山口　真司 1 5 県土整備部在職期間4年5ヶ月

県土整備部次長兼県土総務課長 谷　和敏 5

県土整備部次長 丸毛　裕治 1 5 県土整備部在職期間5年5ヶ月

建設業･入札制度室長 山本　雅美 1 5 県土総務課在職期間4年1ヵ月

用地室長 土橋　勝浩 1 5

課長補佐 中島　真子 2 5

課長補佐 岡　敏彦 5

課長補佐 片山　諒一　 5

課長補佐 竹内　友徳 1 5
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６　主な事業に関する調べ
（単位：千円）

国庫支出金 その他

10,563 0 30

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

区　　分

県内業者

県外業者

開催日

 7月12日（第1回）

12月13日（第2回）

2月21日（第3回）

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　県が発注する建設工事等の入札・契約の透明性、公平性を確保するとともに、適正施工により建設工事等
の品質確保を図る。

（イ）

【入札参加資格の認定等】
　平成２９・３０年度の入札参加資格の認定（格付）を行うとともに、適正な競争性及び品質を確保するための
入札制度の改正を行った。

５０８社（５５１社） ２８３社（３２７社）

※担い手３法…建設業法、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律、
　　　　　　　　　　公共工事の品質確保の促進に関する法律

８７９社（８９７社）

決算見込額
財源内訳

一般財源

10,533

測量等業務工事

１１２社（１３３社）

将来ビジョン 　-

事　　　業　　　名

建設工事入札制度管理費

政 策 項 目

入札参加資格の認定業者数（平成２９年４月１日現在）　　　　　　　　 　（　）は前年度

　-

（ア）

入札参加資格に係る発注工種の新設
及び格付制度の見直し

項　　目 見直し内容

自社施工に係る制度改正
　自社施工の現地確認の方法や保有機械の確認などを徹底した。

【平成２８年度審議会開催状況】
　入札・契約に関し恣意的運用を防ぐため、第三者委員会である鳥取県建設工事等入札・契約審議会を開催
し、入札制度の改正案や入札契約手続の執行状況に対して意見を伺い、適正な執行に努めた。

審　議　事　項

　入札・契約手続き等の運用状況、入札制度の見直し（発注工種の新設・廃止、格付制度
の見直し）を諮り、いずれも了承された。また、建設工事の工事成績への不服申し立てに
対する意見を聴取した。

　担い手３法（※）の趣旨を踏まえて、より一層の品質確保や担い手育成の促進を図るため、平成２９年度に
向けた入札制度の運用見直しを行った。

　建設業許可の業種区分の新設に伴い、入札参加資格の発注工種
に解体工事を新設するとともに土木一般の定数を見直し、とび等一般
の等級数を３等級から２等級に変更した。

低入札調査基準価格の見直し
（平成28年8月以降適用）

　国の算定式（公契連モデル）を準用している建設工事及び測量等業
務の低入札調査基準価格を国の改正に準じて引き上げた。（建設工
事：概ね88%→89%、測量等業務：概ね77%→77～80%）

予定価格の事後公表の拡大
（平成29年4月以降適用）

　応札者の積算能力を踏まえた競争性・公平性の観点から、建設工
事等について予定価格の事後公表の範囲を拡大した。（土木一般C・
D級、アスファルトB級、とび等一般Ｂ級、PC、鋼橋等）
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ウ 成　果

エ 課　題

・低入札調査基準価格の引き上げは、会社の適切な利潤確保、技能労働者の賃金水準や工事（業務）品質
の向上に繋がることが見込まれる。

　上記のような入札制度の運用見直し後の落札状況、受注状況を注視しながら、一層の品質確保と担い手育
成に繋がるように、必要に応じて入札・契約制度の見直しを行う。

・自社施工要領等に基づく厳格な運用を行うことで、工事品質の向上、適正な施工の確保及び専門工事業者
の育成（受注機会の拡大、技術力の向上など）に繋がっている。

・事後公表の拡大は、自社による積算能力の向上が見込まれる。

・関係業界団体との意見交換や迅速な情報提供を行った結果、スムーズに平成29年度当初から円滑に新制
度に移行できた。

・建設業許可の業種区分に合わせて入札参加資格を整理するとともに、建設業者に適切な情報提供を行うこ
とで、スムーズな入札参加資格認定が行えた。格付制度の見直しは建設工事の調達に係る適正な競争環境
を整備するとともに県内建設業の健全な発展に繋がることが見込まれる。
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６　主な事業に関する調べ  

（単位：千円）

国庫支出金 その他
17,547 0 55

3,709 0 0

ア 目的及び事業の実施状況
　目的

　事業の実施状況

(  )は前年度
調査件数 指導件数

    845件 (942)
＊H28発注件数
 1,327件 (1,297)

   249件
(190)

(  )は前年度

調査件数 指導件数

   200件
(200)

   21件
(62)

(  )は前年度
センター調査件数 立入調査件数

   53件
(70)

   27件
(28)

【技能労働者の労働環境改善事業（技能労働者の賃金水準等詳細調査）】
　（公財）鳥取県建設技術センターに委託して、とび工、型枠、塗装等の専門工事に係る下請を中心に、
県設計額と下請契約額とを比較分析し、契約額の水準を把握するとともに、立入調査を実施して賃金水
準や契約状況を確認し、必要な助言等を行った。

指導内容

・標準見積書の活用
・施工体系図の掲示
・建退共の現場標識の掲示　　等

指導内容

・法定福利費の記載
・見積依頼書面の作成　等

指導内容

・設計金額による直接工事費下請該当額及び法定福利費の合計
額以上の金額による下請契約が締結されるよう指導
・公共工事設計労務単価を考慮した賃金水準が確保されるよう指
導  等

【経営事項審査事後点検事業】
　建設業法に基づき公共工事を発注者から直接請け負おうとする建設業者が必ず受けなければならな
い経営事項審査において評価される経営状況について、内容に疑義がないか点検した。
　⇒監督処分及び入札参加資格の停止措置を行うべき不適切な事案はなかった。

※経営事項審査・・・建設業法第27条の23に基づく審査。審査を希望する建設業者について、毎年決算
終了後に工事実績や経営状況等を審査・点数化し、工事の入札参加資格の認定・格付や入札等に活用
するもの。

【住みよい県土づくり表彰】
　県発注の工事について、他の模範となるような優良建設工事の施工者28社（工事数32件）に対し、平
成28年11月7日に県庁講堂で知事表彰を行った（表彰案件はパネル化し、県内4会場で展示した）。

【下請取引等点検調査事業】
　下請契約金額の大きい順に抽出した工事の元請業者及び下請業者に対して、（公財）鳥取県建設技術
センターに委託して契約が適正に実施（見積方法、契約書の締結、代金の支払等）されているか書面に
よる点検を行った。

（ア）
建設業法に基づく建設工事の適正な施工確保及び下請契約の適正化を図るため実態調査等を行うとと
もに、優良工事施工者に対して知事表彰を行い施工技術の向上と建設業界の発展を図る。また、建設
労働者の就労環境の改善を図り、担い手の確保・育成を推進する。

（イ）

【施工現場実態調査員設置事業】
　施工現場実態調査員を県土整備事務所（局）に5名配置し、県発注工事の現場において、建設業者が
建設業法を遵守（施工体制台帳の整備状況、現場代理人・技術者の配置状況等）しているか調査を行っ
た。

建設技能労働者の労働環境改善と
若年者の確保・育成事業

3,709

将来ビジョン   -
政 策 項 目   -

事　　　業　　　名 決算見込額
財源内訳

一般財源
建設業健全発展促進事業 17,492
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イ 平成28年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

・指導を必要とした案件があることから、引き続き施工現場実態調査員による調査・指導を行っていく必
要がある。
・下請取引等点検調査や賃金水準等詳細調査などにより下請契約等の実態把握に努め、就労環境改
善に向けた取組を推進し、担い手の確保・育成を図る必要がある。
・「鳥取県建設工事における下請契約等適正化指針」の実効性の確保に向けて、指針の周知、指針に基
づき提出される報告書の確認、現場実態調査員による施工現場での確認等を的確に行う必要がある。

・優良工事のパネル展示において、県土づくりに対する県民の理解を深めるため、従来の県内3箇所
(東・中・西部)に加え、県庁でもパネル展示を行い周知に努めることとした。

・H27に制定された「鳥取県建設工事における下請契約等適正化指針」により、適正な下請契約締結確
保に向けて標準見積書が昨年の1.7倍(H27-336件 → H28-559件)活用された。
･施工現場実態調査員が、県発注工事の64％(845件/1,327件)の現場に立ち入り、必要な指導等を行う
ことにより、適正な施工体制を確保することができた。
・下請取引等点検調査において、元請下請間の下請取引に問題があれば、元請業者に対して是正報
告・文書指導を行うなど適正な元請下請関係の構築を図ることができた。
・優良工事等の表彰により施工技術の向上等が図られ、工事成績の平均点(H27-78.1点 → H28-78.4
点)が上昇した。
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,7
6
6
,0

0
0

1
1
6
,0

2
0
,0

0
0

1
1
5
,0

3
5
,1

6
1

1
1
4
,5

9
8
,3

4
1

4
1
5
,6

1
0

2
1
,2

1
0

  
 一

般
会

計
（
歳

出
）

（
単

位
：
円

）

継
続

費
及

び
予

備
費

繰
越

事
業

費
支

出
及

び
繰

越
額

流
用

増
減

Ａ
Ｂ

Ｃ
Ａ

－
Ｂ

－
Ｃ

(1
4
,5

0
3
,0

0
0
)

(1
4
,5

0
3
,0

0
0
)

(4
,1

9
1
,0

0
0
)

(0
)

(4
,1

9
1
,0

0
0
)

(1
0
,3

1
2
,0

0
0
)

1
4
,5

0
3
,0

0
0

9
1
7
,5

9
3
,0

0
0

8
8
4
,5

0
7
,4

0
7

7
4
2
,3

1
1
,3

2
3

1
4
2
,1

9
6
,0

8
4

3
3
,0

8
5
,5

9
3

(1
4
,5

0
3
,0

0
0
)

(1
4
,5

0
3
,0

0
0
)

(4
,1

9
1
,0

0
0
)

(0
)

(4
,1

9
1
,0

0
0
)

(1
0
,3

1
2
,0

0
0
)

1
4
,5

0
3
,0

0
0

9
4
7
,5

3
2
,0

0
0

9
1
2
,7

7
3
,0

1
5

7
5
7
,9

8
8
,9

7
5

1
5
4
,7

7
4
,0

4
0

3
4
,7

5
8
,9

8
5

1
5
,6

7
7
,6

5
2

1
2
,5

7
7
,9

5
6

0
1
,5

8
3
,3

9
2

2
8
,2

5
5
,6

0
8

0

2
6
,0

0
0

雑
入

7
5
7
,0

0
0

7
5
7
,0

0
0

8
6
,3

2
3

6
8
5
,4

5
6

8
6
,3

2
3

6
8
5
,4

5
6

0
0

1
8
1
,2

7
8
,0

0
0

7
5
1
,6

5
1
,0

0
0

合
　

　
　

　
　

計
ａ

0
1
0
0
,0

0
0

建
設

業
指

導
監

督
費

3
2
,4

8
9
,0

0
0

△
 2

,3
0
0
,0

0
0

△
 3

5
0
,0

0
0

2
9
,8

3
9
,0

0
0

7
1
9
,1

6
2
,0

0
0

1
8
3
,5

7
8
,0

0
0

3
5
0
,0

0
0

9
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

区 　 分
科

　
　

目

一
般

管
理

費

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

歳 　 　 　 　 　 出

土
木

総
務

費

計
本

　
　

庁
出

納
機

関

00
0

予
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

現
　

　
　

　
　

額
決

算
額

決
算

額
の

内
訳

0

差
引

増
減

額
備

　
考

翌
年

度
繰

越
額

1
,4

5
0

1
9
,7

6
0

0
0

9
,8

4
4
,0

0
0

(9
,8

4
4
,0

0
0
)

4
,0

0
0
,0

0
0

(4
,0

0
0
,0

0
0
)

0

4
1
5
,6

1
00

0
0

0
0

9
6
8
,7

8
4

0

0 0

9
7
0
,2

3
4

4
3
5
,3

7
0

合
　

　
　

　
　

計

1
3
2
,0

5
4

2
6
,0

0
0

1
3
2
,0

5
4

0

繰
越

金

0

区 　 分
科

　
　

目

予
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

現
　

　
　

　
　

額
調

　
定

　
額

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

計

1
,5

2
5
,0

0
0

収
入

未
済

額
収

入
済

額

1
,5

2
5
,0

0
0

2
6
5
,2

6
8

2
6
5
,2

6
8

歳 　 　 　 　 　 　 入

5
0
,6

0
7
,0

0
0

物
品

売
払

収
入

1
7
2
,0

0
0

土
木

費
負

担
金

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
越

財
源

充
当

額

延
滞

金

土
木

費
委

託
金

財
産

貸
付

収
入

7
2
8
,0

0
0

土
木

使
用

料
1
7
6
,0

0
0

土
木

手
数

料
5
1
,8

1
2
,0

0
0

△
 1

,2
0
5
,0

0
0

行
政

財
産

使
用

料
4
,3

9
1
,0

0
0

1
7
6
,0

0
0

4
,3

8
5
,1

6
4

0
0

4
,3

9
1
,0

0
0

4
,3

8
5
,1

6
4

土
木

費
国

庫
補

助
金

普
通

土
木

債
4
3
,0

0
0
,0

0
0

△
 4

,0
0
0
,0

0
0

5
4
,9

0
4
,0

0
0

5
4
,9

0
4
,0

0
0

7
2
8
,0

0
0

1
7
2
,0

0
0

不
納

欠
損

額
備

　
　

　
　

　
考

0
00

0

(6
5
9
,0

0
0
)

6
5
9
,0

0
0

(1
4
,5

0
3
,0

0
0
)

1
4
,5

0
3
,0

0
0

不
動

産
売

払
収

入
0

0
1
1
,2

9
2

1
1
,2

9
2

0
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８
　

事
業

別
実

施
状

況
調

べ
(
単

位
：

円
)

事
　

業
　

名
予

　
算

　
額

支
 
出

 
済

 
額

翌
年

度
繰

越
額

差
 
引

 
残

 
額

事
業

の
計

画
と

実
績

・
成

果
・

不
用

額

（
一

般
管

理
費

）

交
際

費
1
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

0
9
0
,
0
0
0
県

土
整

備
部

長
の

交
際

費
に

係
る

経
費

。
（

不
用

理
由

）
交

際
費

を
使

用
す

る
会

議
等

が
少

な
か

っ
た

た
め

。

目
　

　
　

　
計

1
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

0
9
0
,
0
0
0

（
土

木
総

務
費

）
0

土
木

事
業

総
務

費
1
2
,
3
7
4
,
0
0
0

1
0
,
7
3
8
,
6
7
7

0
1
,
6
3
5
,
3
2
3
県

土
整

備
部

内
及

び
県

土
整

備
事

務
所

(
局

）
内

の
連

絡
調

整
業

務
・

人
事

に
関

す
る

業
務

等
に

要
す

る
経

費
。

建
設

統
計

調
査

費
7
2
8
,
0
0
0

6
8
5
,
4
5
6

0
4
2
,
5
4
4
国

の
指

定
統

計
と

し
て

、
国

土
交

通
大

臣
の

指
定

し
た

事
業

所
を

対
象

に
建

設
工

事
の

受
注

高
調

査
及

び
施

工
実

績
調

査
を

行
っ

た
。

電
子

入
札

シ
ス

テ
ム

保
守

運
営

事
業

2
8
,
8
9
2
,
0
0
0

2
8
,
7
4
2
,
9
0
5

0
1
4
9
,
0
9
5
新

工
事

進
行

管
理

シ
ス

テ
ム

等
と

連
携

す
る

電
子

入
札

の
迅

速
か

つ
円

滑
な

運
用

の
た

め
に

、
シ

ス
テ

ム
の

保
守

を
行

っ
た

。

（
主

）
建

設
工

事
等

入
札

制
度

管
理

費
1
3
,
7
9
2
,
0
0
0

1
0
,
5
6
3
,
2
7
6

0
3
,
2
2
8
,
7
2
4
「

主
な

事
業

に
関

す
る

調
べ

」
の

と
お

り

（
主

）
建

設
技

能
労

働
者

の
労

働
環

境
改

善
と

若
年

者
の

確
保

・
育

成
事

業
4
,
4
6
4
,
0
0
0

3
,
7
0
8
,
6
0
6

0
7
5
5
,
3
9
4
「

主
な

事
業

に
関

す
る

調
べ

」
の

と
お

り

登
記

推
進

事
業

3
,
0
0
4
,
0
0
0

2
,
4
5
5
,
9
6
6

0
5
4
8
,
0
3
4
道

路
・

河
川

区
域

内
の

土
地

の
測

量
・

分
筆

を
行

っ
た

。

用
地

管
理

費
6
3
4
,
0
0
0

5
1
8
,
4
0
0

0
1
1
5
,
6
0
0
用

地
取

得
、

損
失

補
償

に
関

す
る

研
修

会
の

開
催

及
び

用
地

取
得

事
務

に
係

る
シ

ス
テ

ム
の

デ
ー

タ
管

理
を

行
っ

た
。

鳥
取

県
土

地
開

発
公

社
の

運
営

費
4
5
1
,
0
0
0

1
7
2
,
5
3
7

0
2
7
8
,
4
6
3
用

地
の

先
行

取
得

等
を

行
う

県
土

地
開

発
公

社
の

経
常

的
経

費
を

助
成

し
た

。
（

不
用

理
由

）
公

社
の

補
助

対
象

経
費

が
減

少
し

た
こ

と
に

伴
い

、
実

績
額

が
減

少
し

た
こ

と
に

よ
る

支
出

減
。

土
地

収
用

審
査

費
4
,
1
5
7
,
0
0
0

3
,
9
6
3
,
0
8
1

0
1
9
3
,
9
1
9
県

収
用

委
員

会
を

運
営

し
収

用
裁

決
を

行
う

と
と

も
に

、
事

業
認

定
等

を
行

っ
た

。

国
有

地
等

管
理

事
業

7
2
6
,
0
0
0

7
2
3
,
7
6
2

0
2
,
2
3
8
国

有
財

産
の

適
正

管
理

の
た

め
、

除
草

等
を

行
っ

た
。

鳥
取

県
土

整
備

事
務

所
所

管
施

設
管

理
委

託
費

2
2
0
,
0
0
0

2
1
9
,
8
8
8

0
1
1
2
鳥

取
県

土
整

備
事

務
所

の
所

管
す

る
施

設
の

管
理

に
要

す
る

経
費

。

公
共

施
設

管
理

サ
ポ

ー
タ

ー
事

業
2
7
0
,
0
0
0

2
5
2
,
0
1
4

0
1
7
,
9
8
6
公

共
施

設
管

理
に

関
心

の
あ

る
県

民
を

サ
ポ

ー
タ

ー
と

し
て

登
録

し
、

そ
の

意
見

・
提

言
を

も
と

に
施

設
管

理
を

図
っ

た
。

八
頭

庁
舎

管
理

・
総

務
会

計
事

務
処

理
費

2
1
,
1
6
2
,
0
0
0

1
9
,
8
8
3
,
2
7
7

0
1
,
2
7
8
,
7
2
3
八

頭
地

域
地

方
機

関
の

予
算

執
行

管
理

事
務

及
び

八
頭

庁
舎

の
管

理
に

要
す

る
経

費
。

(
1
4
,
5
0
3
,
0
0
0
)

(
4
,
1
9
1
,
0
0
0
)

(
0
)

(
1
0
,
3
1
2
,
0
0
0
)

1
0
8
,
4
6
0
,
0
0
0

9
8
,
1
3
7
,
0
8
8

0
1
0
,
3
2
2
,
9
1
2

鳥
取

県
土

整
備

事
務

所
建

設
工

事
等

入
札

制
度

管
理

委
託

費
2
,
3
4
1
,
0
0
0

2
,
3
3
8
,
5
0
9

0
2
,
4
9
1
八

頭
県

土
整

備
事

務
所

の
非

常
勤

職
員

に
係

る
人

件
費

。
（

事
務

改
善

の
一

環
で

、
主

事
か

ら
非

常
勤

に
振

替
え

て
実

施
し

た
も

の
）

八
頭

庁
舎

給
水

設
備

改
修

事
業

1
,
8
3
6
,
0
0
0

1
,
6
3
0
,
8
0
0

0
2
0
5
,
2
0
0
八

頭
庁

舎
の

受
水

槽
・

給
水

設
備

等
の

設
備

の
改

修
に

要
す

る
経

費
。

（
営

繕
課

に
配

当
替

し
て

実
施

）

職
員

人
件

費
（
土

木
総

務
費

）
6
1
9
,
1
2
3
,
0
0
0

6
0
6
,
3
8
2
,
3
6
7

0
1
2
,
7
4
0
,
6
3
3
県

土
整

備
部

及
び

県
土

整
備

事
務

所
（

局
）

の
幹

部
職

員
等

の
給

与
等

に
要

す
る

経
費

。

特
殊

車
両

車
庫

管
理

費
2
,
2
1
1
,
0
0
0

1
,
7
5
0
,
8
9
1

0
4
6
0
,
1
0
9
鳥

取
・

八
頭

県
土

整
備

事
務

所
、

中
部

・
日

野
県

土
整

備
局

の
特

殊
車

両
車

庫
の

火
災

報
知

機
の

保
守

点
検

委
託

等
を

行
っ

た
。

現
場

運
転

管
理

業
務

2
,
7
0
4
,
0
0
0

2
,
6
5
9
,
5
1
7

4
4
,
4
8
3
各

県
土

整
備

事
務

所
（

局
）

の
運

転
業

務
等

に
要

す
る

経
費

。

工
事

進
行

管
理

シ
ス

テ
ム

管
理

費
9
0
,
0
4
4
,
0
0
0

8
8
,
9
8
0
,
3
9
0

0
1
,
0
6
3
,
6
1
0
県

が
発

注
す

る
す

べ
て

の
工

事
に

つ
い

て
、

工
事

情
報

及
び

業
者

情
報

を
一

元
的

に
管

理
す

る
工

事
進

行
管

理
シ

ス
テ

ム
を

運
用

管
理

し
、

業
務

の
効

率
化

を
図

っ
た

。

(
1
4
,
5
0
3
,
0
0
0
)

(
4
,
1
9
1
,
0
0
0
)

(
0
)

(
1
0
,
3
1
2
,
0
0
0
)

9
1
7
,
5
9
3
,
0
0
0

8
8
4
,
5
0
7
,
4
0
7

0
3
3
,
0
8
5
,
5
9
3

八
頭

庁
舎

耐
震

補
強

整
備

事
業

（
継

続
）

八
頭

庁
舎

の
耐

震
化

・
補

強
等

に
要

す
る

経
費

。
（

営
繕

課
に

配
当

替
し

て
実

施
）

目
　

　
　

　
計
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８
　

事
業

別
実

施
状

況
調

べ
(
単

位
：

円
)

事
　

業
　

名
予

　
算

　
額

支
 
出

 
済

 
額

翌
年

度
繰

越
額

差
 
引

 
残

 
額

事
業

の
計

画
と

実
績

・
成

果
・

不
用

額

（
建

設
業

指
導

監
督

費
）

建
設

業
法

施
行

費
1
1
,7

1
2
,0

0
0

1
0
,7

0
8
,4

3
5

0
1
,
0
0
3
,
5
6
5

県
内

の
建

設
業

者
に

対
し

て
、

許
可

及
び

指
導

・
育

成
等

を
行

っ
た

。

(主
）
建

設
業

健
全

発
展

促
進

事
業

1
8
,1

2
7
,0

0
0

1
7
,5

4
7
,1

7
3

0
5
7
9
,
8
2
7

「
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
」
の

と
お

り

目
　

　
　

　
計

2
9
,
8
3
9
,
0
0
0

2
8
,
2
5
5
,
6
0
8

0
1
,
5
8
3
,
3
9
2

(
1
4
,
5
0
3
,
0
0
0
)

(
4
,
1
9
1
,
0
0
0
)

(
0
)

(
1
0
,
3
1
2
,
0
0
0
)

9
4
7
,
5
3
2
,
0
0
0

9
1
2
,
7
7
3
,
0
1
5

0
3
4
,
7
5
8
,
9
8
5

(
単

位
：

円
)

事
　

業
　

名
予

　
算

　
額

支
 
出

 
済

 
額

翌
年

度
繰

越
額

差
 
引

 
残

 
額

事
業

の
計

画
と

実
績

・
成

果
・

不
用

額

（
土

木
総

務
費

：
配

当
替

分
）

将
来

の
建

設
産

業
担

い
手

育
成

支
援

事
業

9
,
3
2
1
,
0
0
0

7
,
5
4
3
,
3
4
4

0
1
,
7
7
7
,
6
5
6
ど

ぼ
く

カ
フ

ェ
・

土
木

遺
産

ツ
ア

ー
の

実
施

や
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
受

入
企

業
へ

の
支

援
等

を
行

い
、

建
設

産
業

へ
の

就
業

意
欲

向
上

を
図

っ
た

。
（

技
術

企
画

課
か

ら
配

当
替

を
受

け
て

執
行

）

目
　

　
　

　
計

9
,
3
2
1
,
0
0
0

7
,
5
4
3
,
3
4
4

0
1
,
7
7
7
,
6
5
6

合
　

　
　

　
計

１
　

建
設

業
者

の
許

可

（
１

）
　

平
成

２
８

年
度

許
可

処
理

数

（
２

）
　

平
成

２
８

年
度

末
許

可
業

者
数

東
部

八
頭

中
部

西
部

日
野

合
計

大
臣

1
0社

0
社

3
社

1
9
社

0
社

3
2
社

知
事

7
63

社
1
0
3
社

4
1
2
社

7
3
3
社

3
7
社

2
0
4
8
社

計
7
73

社
1
0
3
社

4
1
5
社

7
5
2
社

3
7
社

2
0
8
0
社

２
　

建
設

業
関

係
審

査

県
内

県
外

計

9
2
0
社

―
　

社
9
2
0
社

9
0
1
社

5
1
1
社

1
4
1
2
社

３
　

平
成

２
８

年
度

入
札

執
行

件
数

本
庁

入
札

1
3
9
件

（
県

計
　

2
3
0
6
件

）

8
9
業

者

計
6
9
8
業

者

審
査

名

経
営

事
項

審
査

指
名

願

審
査

業
者

数

区
分

新
規

許
可

業
種

追
加

許
可

更
新

許
可

5
1
8
業

者

許
可

業
者

数 9
1
業

者
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９
　

予
備

費
の

充
用

調
べ

  
 

（
単

位
：
円

）

充
用

額

1
,1

7
4
,7

3
0

1
,1

7
4
,7

3
0

0

１
０

　
繰

越
関

係
調

べ
  
 

　
　

（
１

）
継

続
費

逓
次

繰
越

調
べ

  
 

（
単

位
：
円

）

科
　

　
目

事
　

業
　

名
支

出
済

額
残

　
　

額
国

庫
補

助
金

起
債

そ
の

他

土
木

総
務

費
八

頭
庁

舎
耐

震
補

強
整

備
事

業
（
継

続
）

1
5
6
,3

5
4
,0

0
0

9
1
,3

9
2
,0

0
0

1
4
,5

0
3
,0

0
0

1
0
5
,8

9
5
,0

0
0

9
5
,5

8
2
,4

8
8

1
0
,3

1
2
,5

1
2

0
0

0
0

0

1
5
6
,3

5
4
,0

0
0

9
1
,3

9
2
,0

0
0

1
4
,5

0
3
,0

0
0

1
0
5
,8

9
5
,0

0
0

9
5
,5

8
2
,4

8
8

1
0
,3

1
2
,5

1
2

0
0

0
0

0

　
　

（
２

）
繰

越
明

許
費

調
べ

  
 

　
　

　
　

　
該

当
な

し

　
　

（
３

）
事

故
繰

越
調

べ
  
 

　
　

　
　

　
該

当
な

し科
　

　
　

　
　

目
予

算
外

の
支

出
に

充
用

し
た

も
の

項
内

　
　

　
　

訳
充

用
し

た
理

由

前
年

度
逓

次
繰

越
額

計
継

続
費

の
総

額

平
成

2
8
年

度
災

害
支

援
活

動
（
熊

本
災

害
派

遣
）
に

要
す

る
経

費
の

支
給

の
た

め
。

総
務

管
理

費
　

　
一

般
管

理
費

　
　

　
　

使
用

料
及

び
賃

借
料

平
成

２
８

年
度

継
続

費
予

算
現

額
翌

年
度

逓
　

次
繰

越
額

左
　

　
の

　
　

財
　

　
源

　
　

内
　

　
訳

予
算

計
上

額
繰

越
金

特
　

　
　

定
　

　
　

財
　

　
　

源

合
　

　
　

　
　

計

合
　

　
　

　
　

計
1
,1

7
4
,7

3
0

1
,1

7
4
,7

3
0

0

　
　

目
執

行
額

執
行

残
額

　
　

　
　

節
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１
１

　
収

入
証

紙
取

扱
額

調
べ

　

（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

建
設

業
許

可
手

数
料

6
9
8

新
規

9
0
,0

0
0

追
加

・
更

新
5
0
,0

0
0

3
8
,5

4
0
,0

0
0

新
規

許
可

9
1
件

更
新

6
0
7
件

建
設

業
許

可
等

証
明

手
数

料
7
4

6
5
0

4
8
,1

0
0

土
地

収
用

事
業

手
数

料
4

事
業

認
定

1
5
8
,0

0
0

6
3
2
,0

0
0

事
業

認
定

４
件

経
営

事
項

審
査

手
数

料
9
2
0

基
本

料
8
,5

0
0

業
種

1
件

に
つ

き
2
,5

0
0

(※
再

発
行

：
4
0
0
+
2
0
0
×

業
種

数
）

1
5
,0

2
0
,9

0
0

解
体

工
事

業
者

登
録

手
数

料
1
3

3
3
,0

0
0

4
2
9
,0

0
0

解
体

工
事

業
者

更
新

登
録

手
数

料
7

2
6
,0

0
0

1
8
2
,0

0
0

1
,7

1
6

5
4
,8

5
2
,0

0
0

1
,7

1
6

5
4
,8

5
2
,0

0
0

5
2
,0

0
0

米
子

県
土

5
4
,9

0
4
,0

0
0

5
4
,9

0
4
,0

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

計
（
節

）

目
　

　
　

　
　

計

土
木

手
数

料

土
木

手
数

料

合
　

　
　

　
　

計

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

備
　

　
考

件
数

単
　

価
証

紙
は

り
つ

け
額
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1
2
　

収
入

事
務

処
理

状
況

調
べ

　
（
１

）
　

分
担

金
及

び
負

担
金

  

該
当

な
し

（
２

）
　

使
用

料
（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

国
有

財
産

等
使

用
料

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0

1
2

2
6
5
,2

6
8

2
6
5
,2

6
8

0
0

鳥
取

県
土

米
子

県
土

1
2

2
6
5
,2

6
8

2
6
5
,2

6
8

0
0

行
政

財
産

使
用

料
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0

2
3
9

4
,3

8
5
,1

6
4

4
,3

8
5
,1

6
4

0
0

鳥
取

県
土

八
頭

県
土

日
野

県
土

2
3
9

4
,3

8
5
,1

6
4

4
,3

8
5
,1

6
4

0
0

2
5
1

4
,6

5
0
,4

3
2

4
,6

5
0
,4

3
2

0
0

（
３

）
　

手
数

料

目
節

細
節

建
設

業
許

可
手

数
料

　
　

　
　

　
　

　
6
9
8

3
8
,5

4
0
,0

0
0

3
8
,5

4
0
,0

0
0

0
0

鳥
取

県
手

数
料

徴
収

条
例

建
設

業
許

可
等

証
明

手
数

料
　

　
　

　
7
4

4
8
,1

0
0

4
8
,1

0
0

0
0

鳥
取

県
手

数
料

徴
収

条
例

土
地

収
用

事
業

手
数

料
　

　
　

　
　

　
4

6
3
2
,0

0
0

6
3
2
,0

0
0

0
0

鳥
取

県
手

数
料

徴
収

条
例

経
営

事
項

審
査

手
数

料
　

　
　

　
　

　
9
2
0

1
5
,0

2
0
,9

0
0

1
5
,0

2
0
,9

0
0

0
0

鳥
取

県
手

数
料

徴
収

条
例

解
体

工
事

業
者

登
録

手
数

料
　

　
　

　
1
3

4
2
9
,0

0
0

4
2
9
,0

0
0

0
0

鳥
取

県
手

数
料

徴
収

条
例

解
体

工
事

業
者

更
新

登
録

手
数

料
　

　
7

1
8
2
,0

0
0

1
8
2
,0

0
0

0
0

鳥
取

県
手

数
料

徴
収

条
例

浄
化

槽
工

事
業

更
新

登
録

申
請

手
数

料
1

5
2
,0

0
0

5
2
,0

0
0

0
0

鳥
取

県
手

数
料

徴
収

条
例

1
,7

1
7

5
4
,9

0
4
,0

0
0

5
4
,9

0
4
,0

0
0

0

1
,7

1
7

5
4
,9

0
4
,0

0
0

5
4
,9

0
4
,0

0
0

0

0
0

0
0

0

1
,7

1
7

5
4
,9

0
4
,0

0
0

5
4
,9

0
4
,0

0
0

0
0

1
,7

1
7

5
4
,9

0
4
,0

0
0

5
4
,9

0
4
,0

0
0

0
0

根
拠

法
令

名
等

備
　

　
考

調
定

金
額

収
入

済
額

合
　

　
計

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数

計
（
節

）

目
　

　
計

行
政

財
産

使
用

料
計

（
節

）

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

土
木

手
数

料
土

木
手

数
料

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

目
　

　
計

収
入

済
額

不
納

欠
損

額
収

入
未

済
額

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

目
　

　
計

合
　

　
計

備
　

　
考

土
木

使
用

料
計

（
節

）

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等

本
庁

執
行

分
計

（
目

）
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（
４

）
　

財
産

収
入

目
節

細
節

財
産

貸
付

収
入

2
5
3
,7

3
8

0
0

公
有

財
産

事
務

取
扱

要
領

2
5
3
,7

3
8

0
0

2
5
3
,7

3
8

0
0

2
3
2
,5

8
5

0
0

八
頭

県
土

4
8
6
,3

2
3

0
0

不
動

産
売

払
収

入
1

1
1
,2

9
2

0
0

1
1
1
,2

9
2

0
0

1
1
1
,2

9
2

0
0

0
0

0
0

1
1
1
,2

9
2

0
0

物
品

売
払

収
入

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

5
1
3
2
,0

5
4

0
0

八
頭

県
土

5
1
3
2
,0

5
4

0
0

9
2
2
9
,6

6
9

0
0

（
５

）
　

寄
付

金

該
当

な
し

（
６

）
　

諸
収

入 目
節

細
節

延
滞

金
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4
1
5
,6

1
0

1
9
,7

6
0

米
子

県
土

0
4
1
5
,6

1
0

1
9
,7

6
0

産
前

産
後

休
暇

に
係

る
共

済
組

合
負

担
金

返
納

1
3
1
,5

1
4

0
0

預
金

利
息

1
1

0
0

非
常

勤
職

員
雇

用
保

険
料

本
人

負
担

分
6
1

3
3
,8

9
0

0
0

再
任

用
職

員
共

済
費

本
人

負
担

分
1
0

8
,9

5
1

0
0

7
3

7
4
,3

5
6

0
0

8
9
4
,4

2
8

0
1
,4

5
0

鳥
取

県
土

八
頭

県
土

中
部

県
土

米
子

県
土

9
6
8
,7

8
4

0
1
,4

5
0

9
6
8
,7

8
4

4
1
5
,6

1
0

2
1
,2

1
0

（
７

）
　

現
金

の
取

扱
状

況

  
  

  
該

当
な

し

収
入

未
済

額

0 0 0

調
定

金
額 5

3
,7

3
8

5
3
,7

3
8

5
3
,7

3
8

収
入

済
額

不
納

欠
損

額
収

　
　

　
入

　
　

　
科

　
　

　
目

件
数

目
　

　
計

3
2
,5

8
5

8
6
,3

2
3

1
3
2
,0

5
4

1
1
,2

9
2

1
1
,2

9
2

1
1
,2

9
2

1
1
,2

9
2

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

物
品

売
払

収
入

計
（
節

）

目
計

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

延
滞

金

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

8
9
5
,8

7
8

3
3
,8

9
0

合
　

　
計

1
,4

0
5
,6

0
4

雑
　

　
入

8
,9

5
11

目
　

　
計

4
3
5
,3

7
0

3
1
,5

1
4

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

雑
　

　
入

0

2
2
9
,6

6
9

1
3
2
,0

5
4

9
7
0
,2

3
4

7
4
,3

5
60

4
3
5
,3

7
0

備
　

　
考

調
定

金
額

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

目
　

　
計

収
入

済
額

不
納

欠
損

額
根

拠
法

令
名

等

計
（
節

）
　

　
0

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目

合
　

　
計

財
産

貸
付

収
入

計
（
節

）

収
入

未
済

額

0

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

件
数

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

不
動

産
売

払
収

入
計

（
節

）

根
拠

法
令

名
等

備
　

　
考

目
　

　
計
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１
３

　
収

入
未

済
額

調
べ

目
節

細
節

２
５

年
度

以
前

２
６

年
度

２
７

年
度

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

4
3
5
,3

7
0

0
4
1
5
,6

1
0

1
9
,7

6
0

1
9
,7

6
0

0
0

0
0

0
1
9
,7

6
0

米
子

県
土

整
備

局

4
3
5
,3

7
0

0
4
1
5
,6

1
0

1
9
,7

6
0

1
9
,7

6
0

0
0

0
0

0
1
9
,7

6
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

1
,4

5
0

0
0

1
,4

5
0

1
,4

5
0

0
0

0
0

0
1
,4

5
0

中
部

県
土

整
備

局

1
,4

5
0

0
0

1
,4

5
0

1
,4

5
0

0
0

0
0

0
1
,4

5
0

4
3
6
,8

2
0

0
4
1
5
,6

1
0

2
1
,2

1
0

2
1
,2

1
0

0
0

0
0

0
2
1
,2

1
0

１
４

　
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
組

状
況

調
べ

　
　

　
該

当
な

し

１
５

　
税

外
収

入
不

納
欠

損
額

調
べ

目
節

細
節

0 0 0

4
1
5
,6

1
0

4
1
5
,6

1
0

4
1
5
,6

1
0

米
子

県
土

整
備

局

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

延
滞

金
延

滞
金

（
単

位
：
円

）
　

　
　

　
　

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
　

　
　

　
　

区
分 　

収
入

科
目

過
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
　

度
　

　
　

　
　

　
分

現
　

　
年

　
　

度
　

　
分

収
入

未
済

額
計

(Ａ
＋

Ｂ
)

未
収

理
由

前
 年

 度
以

前
か

ら
の

繰
越

額

左
の

う
ち

収
入

済
額

不
　

 納
欠

損
額

収
  
 入

未
済

額
(Ｂ

)

延
滞

金

計
（
節

）

差
引

収
入

未
済

額
(A

)

収
入

未
済

額
の

調
定

年
度

内
訳

調
定

額
収

入
済

額

延
滞

金

目
　

　
計

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

雑
入

目
　

　
計

合
　

　
計

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

雑
入

（
単

位
：
円

）

収
　

入
　

科
　

目
不

納
欠

損
額

不
納

欠
損

の
理

由

目
　

　
計

合
　

　
計
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１
６

　
債

務
負

担
行

為
の

状
況

調
べ

　

（
単

位
：

円
）

事
業

名
種

別
設

定
年

度
合

　
計

備
考

議
決

期
間

限
度

額
の

執
行

額
2
7
年

度
ま

で
の

2
8
年

度
執

行
額

2
9
年

度
以

降
の

計
(
補

正
・

当
初

の
別

)
Ａ

執
行

額
執

行
予

定
額

Ｂ
Ａ

＋
Ｂ

鳥
取

県
土

整
備

事
務

所
機

械
警

備
業

務
委

託
委

託
料

平
成

2
5
年

1
2
月

2
6
年

度
か

ら
2
8
年

度
ま

で
6
6
3
,
0
0
0

4
9
7
,
6
6
4

0
3
3
1
,
7
7
6

1
6
5
,
8
8
8

0
4
9
7
,
6
6
4

4
9
7
,
6
6
4

鳥
取

県
土

整
備

事
務

所
工

事
関

係
書

類
倉

庫
構

内
除

草
業

務
委

託

委
託

料
平

成
2
5
年

1
2
月

2
6
年

度
か

ら
2
8
年

度
ま

で
4
9
8
,
0
0
0

1
6
2
,
0
0
0

0
1
0
8
,
0
0
0

5
4
,
0
0
0

0
1
6
2
,
0
0
0

1
6
2
,
0
0
0

八
頭

庁
舎

清
掃

業
務

委
託

委
託

料
平

成
2
5
年

1
2
月

2
6
年

度
か

ら
2
8
年

度
ま

で
1
7
,
3
8
2
,
0
0
0

1
3
,
9
0
5
,
0
0
0

0
9
,
2
7
0
,
0
0
0

4
,
6
3
5
,
0
0
0

0
1
3
,
9
0
5
,
0
0
0

1
3
,
9
0
5
,
0
0
0

八
頭

庁
舎

機
械

警
備

業
務

委
託

委
託

料
平

成
2
5
年

1
2
月

2
6
年

度
か

ら
2
8
年

度
ま

で
3
5
4
,
0
0
0

3
4
9
,
9
2
0

0
2
3
3
,
2
8
0

1
1
6
,
6
4
0

0
3
4
9
,
9
2
0

3
4
9
,
9
2
0

八
頭

庁
舎

電
気

工
作

物
保

安
業

務
委

託
委

託
料

平
成

2
5
年

1
2
月

2
6
年

度
か

ら
2
8
年

度
ま

で
6
1
8
,
0
0
0

6
1
5
,
4
0
5

0
4
1
0
,
2
7
0

2
0
5
,
1
3
5

0
6
1
5
,
4
0
5

6
1
5
,
4
0
5

八
頭

庁
舎

消
防

設
備

保
守

点
検

業
務

委
託

委
託

料
平

成
2
5
年

1
2
月

2
6
年

度
か

ら
2
8
年

度
ま

で
3
2
4
,
0
0
0

3
2
4
,
0
0
0

0
2
1
6
,
0
0
0

1
0
8
,
0
0
0

0
3
2
4
,
0
0
0

3
2
4
,
0
0
0

八
頭

庁
舎

電
話

交
換

設
備

等
保

守
点

検
業

務
委

託
委

託
料

平
成

2
6
年

1
2
月

2
7
年

度
か

ら
2
9
年

度
ま

で
2
,
2
5
6
,
0
0
0

2
,
1
3
8
,
4
0
0

0
7
1
2
,
8
0
0

7
1
2
,
8
0
0

7
1
2
,
8
0
0

2
,
1
3
8
,
4
0
0

2
,
1
3
8
,
4
0
0

八
頭

庁
舎

警
備

業
務

委
託

委
託

料
平

成
2
7
年

1
2
月

2
8
年

度
か

ら
3
0
年

度
ま

で
1
9
,
8
6
9
,
0
0
0

1
9
,
8
1
8
,
0
0
0

0
0

6
,
6
0
6
,
0
0
0

1
3
,
2
1
2
,
0
0
0

1
9
,
8
1
8
,
0
0
0

1
9
,
8
1
8
,
0
0
0

八
頭

庁
舎

熱
源

機
器

保
守

点
検

業
務

委
託

委
託

料
平

成
2
7
年

1
2
月

2
8
年

度
か

ら
3
0
年

度
ま

で
1
,
3
6
2
,
0
0
0

1
,
1
0
1
,
6
0
0

0
0

3
6
7
,
2
0
0

7
3
4
,
4
0
0

1
,
1
0
1
,
6
0
0

1
,
1
0
1
,
6
0
0

八
頭

庁
舎

非
常

用
発

電
設

備
保

守
点

検
業

務
委

託
委

託
料

平
成

2
7
年

1
2
月

2
8
年

度
か

ら
3
0
年

度
ま

で
8
3
2
,
0
0
0

6
4
8
,
0
0
0

0
0

2
1
0
,
6
0
0

4
3
7
,
4
0
0

6
4
8
,
0
0
0

6
4
8
,
0
0
0

電
子

入
札

シ
ス

テ
ム

保
守

運
営

業
務

委
託

委
託

料
平

成
2
8
年

1
1
月

2
9
年

度
3
5
,
0
7
1
,
0
0
0

3
4
,
8
9
1
,
1
2
8

0
0

0
3
4
,
8
9
1
,
1
2
8

3
4
,
8
9
1
,
1
2
8

3
4
,
8
9
1
,
1
2
8

鳥
取

県
土

整
備

事
務

所
機

械
警

備
業

務
委

託
委

託
料

平
成

2
8
年

1
1
月

2
9
年

度
か

ら
3
1
年

度
ま

で
6
6
3
,
0
0
0

6
6
0
,
9
6
0

0
0

0
6
6
0
,
9
6
0

6
6
0
,
9
6
0

6
6
0
,
9
6
0

鳥
取

県
土

整
備

事
務

所
工

事
関

係
書

類
倉

庫
構

内
除

草
業

務
委

託

委
託

料
平

成
2
8
年

1
1
月

2
9
年

度
か

ら
3
1
年

度
ま

で
6
0
0
,
0
0
0

6
0
0
,
0
0
0

0
0

0
6
0
0
,
0
0
0

6
0
0
,
0
0
0

6
0
0
,
0
0
0

八
頭

庁
舎

清
掃

業
務

委
託

委
託

料
平

成
2
8
年

1
1
月

2
9
年

度
か

ら
3
1
年

度
ま

で
1
8
,
6
2
4
,
0
0
0

1
7
,
4
9
6
,
0
0
0

0
0

0
1
7
,
4
9
6
,
0
0
0

1
7
,
4
9
6
,
0
0
0

1
7
,
4
9
6
,
0
0
0

八
頭

庁
舎

機
械

警
備

業
務

委
託

委
託

料
平

成
2
8
年

1
1
月

2
9
年

度
か

ら
3
1
年

度
ま

で
4
6
8
,
0
0
0

3
4
9
,
9
2
0

0
0

0
3
4
9
,
9
2
0

3
4
9
,
9
2
0

3
4
9
,
9
2
0

9
9
,
5
8
4
,
0
0
0

9
3
,
5
5
7
,
9
9
7

0
1
1
,
2
8
2
,
1
2
6

1
3
,
1
8
1
,
2
6
3

6
9
,
0
9
4
,
6
0
8

9
3
,
5
5
7
,
9
9
7

9
3
,
5
5
7
,
9
9
7

合
　

　
　

　
　

計

設
定

状
況

執
行

(
支

出
)
状

況
債

務
負

担
行

為
の

期
間

当
該

事
業

の
契

約
額

等
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　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

土木総務費

新規以外のもの 0
本庁執行分計 0

出納機関執行分計 32,000
郡家地区安全運転
運行管理者協議会
会費

目　計 32,000

建設業指導監督費

新規以外のもの 14,000
全国建設工事紛争
審査会連絡協議会
の運営経費

本庁執行分計 14,000
出納機関執行分計 0

目　計 14,000

合　計 46,000

  ①　国　補　分 該当なし

  ②　単　県　分 （土木総務費）

353,595 H28.3.29 - H29.5.10

（H17年度）

(補助率：10 /10 ） H28.3.16 - H29.5.8 H29.5.18 172,537

172,537

H28.3.24 H29.4.28

0

本庁執行分計 172,537

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 172,537

精
算
払

実績報告
年  月  日

交付申請
年 月 日

完了年月日 備　 考

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

  （２）補助金

鳥取県土地開発公
社管理事務費補助
金

鳥取県土地
開発公社県土地開発公社の

管理事務に必要な
経費を補助する。

支出年月日

文書ID
17-00029641

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日

 交付決定
年 月 日

支出年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先

 事 業 の 内 容

間
 

接

補助対象経費

表の補足説明
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

審査・現地
調査年月日

金　　　　　額

１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

（単位：円）

補 助 率 及 び
補　助　金　額

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

他の地方公共団体の
みに交付するもので交
付決定額（変更後）が
3,000万円未満のもの

- 15 -



  ①　国　補　分　 該当なし

  ②　単　県　分　

H28.7.27

1,200,000 -
外

（H27年度） H28.5.7

（補助率：10/10 ） 外 - H28.8.10 1,200,000

外

1,200,000 H28.5.30 H28.7.5

外 外

文書ＩＤ

239,270 - H28.12.1 16-00115683

（H27年度） H28.9.6 H28.12.13 239,270

（補助率：10 /10 ） 外 -

239,270
H28.10.5 H28.11.10

外

H28.8.3 文書ＩＤ

- 外 16-00063602

5,284,408 16-00109761

16-00115315
（H27年度） H28.4.5 16-00116199

（補助率：1/2 ） 外 - H28.8.18 2,626,000 16-00116307

16-00121962

16-00144259

2,626,000 H28.5.2 H28.7.22 16-00165080

外 外 16-00165205

17-00003641

H28.10.14

文書ＩＤ

432,000 16-00070407

（H27年度） H28.8.2 - H28.11.7 432,000 16-00090644

（補助率：10/10） 外

432,000 H28.8.26 H28.9.12

外

H28.10.14 文書ＩＤ

135,000 16-00073125

（H27年度） H28.8.12 - H28.11.7 135,000 16-00090671

（補助率：10/10） 外

135,000 H28.8.31 H28.9.14

外

H28.10.18 文書ＩＤ

180,000 16-00077195

（H27年度） H28.8.18 - H28.11.18 180,000 16-00093067

（補助率：10/10） 外

180,000 H28.9.9 H28.9.23

外

精算
払

精算
払

精算
払

建設労働者が資格取
得のために受講する
研修の経費を支援す
る。

建設労働者が資格取
得のため県が主催す
る研修を受講する際、
受講者の業務をフォ
ローする者の人件費
相当額を助成する。

事業者が建設業の魅
力発信や人材確保に
寄与する取組につい
て、経費を支援する。

文書ＩＤ
16-00060296
16-00113300
16-00113301
16-00121374

支出
年月日

金　　額補 助 率 及 び
補　助　金　額 審査・現地

調査年月日

補助対象経費

 交付決定
年 月 日

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）

鳥取県建設労働者等
スキルアップ事業交付
金

間
 

接

こおげ建設株
式会社　外２８
件

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先

 事 業 の 内 容

（単位：円）

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日 額の確定

年 月 日
　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

実績報告
年  月  日

平成28年度インターン
シップ研修受入企業支
援交付金（東部1）

平成28年度インターン
シップ研修受入企業支
援交付金（東部2）

やまこう建設株
式会社　外２件

高校生のインターン
シップ研修受入企業に
対する研修経費の助
成

高校生のインターン
シップ研修受入企業に
対する研修経費の助
成

高校生のインターン
シップ研修受入企業に
対する研修経費の助
成

こおげ建設株
式会社　外９件

鳥取県建設労働者等
スキルアップ研修フォ
ロー事業交付金

美保テクノス株
式会社　外６件

精算
払

精算
払

精算
払

鳥取県建設業魅力発
信事業補助金

一般社団法人
鳥取県中部建
設業協会 外９
件

平成28年度インターン
シップ研修受入企業支
援交付金（中部）

株式会社クラ
エー　外４件

- 16 -



H28.11.29 文書ＩＤ

243,000 16-00096819

（H27年度） H28.9.26 - H28.12.8 243,000 16-00113196

（補助率：10/10） 外

243,000 H28.10.18 H28.10.28

外

H28.12.1 H29.4.17 文書ＩＤ

494,000 16-00131801

（H27年度） H28.12.27 H29.3.31 H29.4.25 494,000 17-00009608

（補助率： 10/10 ）

494,000 H28.12.28 H29.4.6 H29.4.11

H28.4.1 H29.5.10 文書ＩＤ

84,164 16-00071134

（H27年度） H28.8.2 H29.3.14 H29.5.17 42,082 17-00026319

（補助率： 1/2 ）

42,082 H28.8.31 H29.5.1 H29.2.3

本庁執行分計 5,591,352

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 5,591,352

（３）交付金　
　　　該当なし

高校生のインターン
シップ研修受入企業に
対する研修経費の助
成

建設業の現場体験希
望者を受入れ、育成訓
練を行い、適性判断の
支援を行う事業主への
助成

建設工事の施工現場
において、女性労働者
が働き続けることがで
きる環境整備への助
成

精算
払

精算
払

精算
払

実績報告
年  月  日

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

他の地方公共団体の
みに交付するもので交
付決定額（変更後）が
3,000万円未満のもの

金　　額

 着手年月日

審査・現地
調査年月日

0

　支 出 の 状 況額の確定
年 月 日

支出
年月日 交付決定

年 月 日

 実施計画承認
又は内示年月日

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先

新規入職者トレーナー
事業補助金

なんぶ緑華園

平成28年度鳥取県建
設業で働く女性の就労
環境整備事業補助金

井木組・高野
組・クラエー特
定建設工事共
同企業体

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

平成28年度インターン
シップ研修受入企業支
援交付金（西部）

イワタ建設株式
会社　外８件

間
 

接

補助対象経費
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（
４

）
委

　
託

　
料

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

1
,1

3
2
,9

2
0

（
H

2
8
.1

2
.7

）
1
,0

3
6
,8

0
0

H
2
8
.1

2
.1

（
免

除
）

H
2
9
.2

.2
8

（
H

2
9
.2

.1
7
）

1
,2

3
6
,6

0
0

指
H

2
9
.3

.3

5
1
8
,4

0
0

(H
2
8
.4

.1
)

5
1
8
,4

0
0

H
2
8
.3

.2
3

（
免

除
）

H
2
9
.3

.3
1

（
　

　
　

　
）

随
H

2
9
.4

.1
1

1
1
,3

6
5
,9

2
0

（
H

2
8
.4

.1
）

1
1
,3

6
5
,9

2
0

H
2
8
.3

.2
3

（
免

除
）

H
2
9
.3

.3
1

5
,6

8
2
,9

6
0

随

5
,6

8
2
,9

6
0

2
,4

3
0
,0

0
0

（
H

2
8
.4

.1
）

2
,4

3
0
,0

0
0

H
2
8
.3

.2
3

（
免

除
）

H
2
9
.3

.3
1

（
　

　
　

　
）

随

9
,8

1
5
,2

5
6

（
H

2
8
.5

.1
0
）

9
,8

1
4
,5

0
0

H
2
8
.4

.2
6

（
免

除
）

H
2
8
.6

.3
0

（
　

　
　

　
）

随
H

2
8
.7

.1

土
木

総
務

費

鳥
取

県
新

工
事

進
行

管
理

シ
ス

テ
ム

改
修

業
務

（
そ

の
1
）

（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

中
国

支
社

H
2
8
.5

.1
0
～

H
2
8
.6

.3
0

2
,4

3
0
,0

0
0

単
県

文
書

ＩＤ
1
5
-
0
0
1
7
7
5
7
7

〔
随

意
契

約
理

由
〕

鳥
取

県
電

子
調

達
シ

ス
テ

ム
は

、
一

般
財

団
法

人
日

本
建

設
情

報
総

合
セ

ン
タ

ー
が

プ
ロ

グ
ラ

ム
開

発
を

行
っ

た
電

子
入

札
コ

ア
シ

ス
テ

ム
を

利
用

し
た

シ
ス

テ
ム

で
あ

る
。

当
該

コ
ア

シ
ス

テ
ム

を
使

用
す

る
に

当
た

り
、

も
し

保
守

契
約

を
結

ば
な

け
れ

ば
、

当
該

コ
ア

シ
ス

テ
ム

の
利

用
が

で
き

な
く
な

り
、

鳥
取

県
電

子
調

達
シ

ス
テ

ム
も

利
用

で
き

な
く
な

る
こ

と
か

ら
入

札
事

務
に

多
大

な
支

障
を

き
た

す
こ

と
と

な
る

た
め

、
地

方
自

治
法

施
行

令
第

1
6
7
条

の
2
第

1
項

第
2
号

及
び

「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
の

1
の

（
1
2
）
に

該
当

。

単
県

電
子

調
達

シ
ス

テ
ム

運
用

管
理

委
託

(株
)鳥

取
県

情
報

セ
ン

タ
ー

H
2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

概 精
H

2
8
.1

0
.1

8
H

2
9
.4

.1
9

文
書

ＩＤ
1
5
-
0
0
1
7
7
6
4
0

[随
意

契
約

理
由

]
当

該
シ

ス
テ

ム
は

（
財

）
鳥

取
県

情
報

セ
ン

タ
ー

(（
株

）
鳥

取
県

情
報

セ
ン

タ
ー

へ
業

務
委

譲
）
が

開
発

当
初

よ
り

導
入

支
援

機
関

と
し

て
参

画
し

て
お

り
、

シ
ス

テ
ム

に
つ

い
て

熟
知

し
て

い
る

等
、

他
者

と
契

約
し

た
な

ら
ば

シ
ス

テ
ム

の
使

用
ま

た
は

便
益

を
享

受
す

る
こ

と
に

著
し

い
支

障
が

生
ず

る
恐

れ
が

あ
る

た
め

、
地

方
自

治
法

施
行

令
第

1
6
7
条

の
2
第

1
項

第
2
号

及
び

「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
の

1
の

（
1
2
）
に

該
当

。

単
県

電
子

入
札

コ
ア

シ
ス

テ
ム

保
守

委
託

(一
財

）
日

本
建

設
情

報
総

合
セ

ン
タ

ー

H
2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

精 算 払
H

2
9
.4

.1
4

精 算 払
H

2
8
.7

.1
9

9
,8

1
4
,5

0
0

文
書

ＩＤ
1
6
-
0
0
0
1
6
4
6
0
、

1
6
-
0
0
0
4
9
9
0
4

〔
随

意
契

約
理

由
〕

当
該

シ
ス

テ
ム

は
、

（
株

）
日

立
情

報
シ

ス
テ

ム
ズ

が
プ

ロ
グ

ラ
ム

開
発

を
行

っ
た

も
の

で
あ

り
、

当
シ

ス
テ

ム
の

開
発

者
の

決
定

時
に

お
い

て
、

以
後

の
運

用
保

守
経

費
を

見
込

ん
で

業
者

決
定

し
た

も
の

で
あ

る
。

平
成

1
7

年
以

降
運

用
を

し
て

い
る

が
、

同
社

以
外

か
ら

の
調

達
で

は
、

シ
ス

テ
ム

の
基

幹
部

分
の

障
害

発
生

時
の

復
旧

作
業

を
円

滑
に

行
う

こ
と

が
見

込
め

な
い

。
ま

た
、

本
シ

ス
テ

ム
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
は

、
い

か
に

専
門

技
術

者
で

あ
っ

て
も

、
他

者
が

そ
の

構
成

や
設

計
思

想
を

完
全

に
理

解
す

る
の

は
困

難
で

、
容

易
に

修
正

を
行

う
こ

と
が

で
き

な
い

た
め

、
地

方
自

治
法

第
2
3
4

条
第

2
項

及
び

地
方

公
共

団
体

の
物

品
等

又
は

特
定

役
務

の
調

達
手

続
の

特
例

を
定

め
る

政
令

第
1
0
条

第
1
項

第
2
号

に
該

当
。

精 算 払
H

2
9
.5

.1
5

5
1
8
,4

0
0

文
書

ＩＤ
1
7
-
0
0
0
0
7
5
9
4

〔
随

意
契

約
理

由
〕

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

業
務

を
委

託
す

る
鳥

取
県

県
土

整
備

部
用

地
管

理
シ

ス
テ

ム
は

、
株

式
会

社
エ

ク
ス

が
所

有
権

を
持

つ
「
用

地
買

収
・
物

件
管

理
シ

ス
テ

ム
ソ

フ
ト

（
用

地
管

太
郎

）
」
を

基
準

に
作

成
し

た
も

の
で

あ
り

、
シ

ス
テ

ム
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
を

行
う

に
は

、
他

の
業

者
で

は
不

可
能

で
あ

る
た

め
。

単
県

用
地

管
理

シ
ス

テ
ム

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

業
務

委
託

（
株

）
エ

ク
ス

H
2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

精 算 払
H

2
9
.3

.1
7

1
,2

3
6
,6

0
0

文
書

ＩＤ
【
当

初
契

約
】
1
6
-
0
0
1
1
9
4
7
3

【
変

更
契

約
】
1
6
-
0
0
1
5
1
1
9
7

単
県

裁
決

申
請

事
件

（
立

川
甑

山
線

）
に

係
る

物
件

等
調

査
業

務

シ
ン

ワ
技

研
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

（
株

）

H
2
8
.1

2
.7

～
H

2
9
.2

.2
8

契
約

期
間

支
出

区
分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

月
日

契
約

期
間

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
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（
４

）
委

　
託

　
料

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

単
価

契
約

1
件

5
,6

1
0
円

（
H

2
7
.4

.1
）

賃
金
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準

詳
細

調
査

1
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円
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6
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0
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度
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2
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除
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1
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1
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4
0
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1
1
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2
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3

（
免

除
）
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1
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2
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1
4
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7
,3

3
1
,2

5
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H
2
8
.7

.2
7

（
免

除
）

H
2
9
.3

.1
5

（
　

　
　

　
）

随

文
書

ＩＤ
1
5
-
0
0
1
7
7
5
0
0

〔
随

意
契

約
理

由
〕

当
該

シ
ス

テ
ム

は
、

（
株

）
日

立
情

報
シ

ス
テ

ム
ズ

（
現

、
（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

）
が

著
作

権
を

有
す

る
パ

ッ
ケ

ー
ジ

ソ
フ

ト
に

鳥
取

県
版

の
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
を

施
し

、
構

築
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

本
業

務
で

は
、

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
へ

の
改

修
も

必
要

で
あ

り
、

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
の

著
作

権
を

有
し

な
い

同
社

以
外

で
は

、
運

用
保

守
業

務
が

困
難

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

地
方

自
治

法
施

行
令

第
1
6
7
条

の
2
第

1
項

第
2
号

及
び

「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
（
昭

和
4
2
年

4
月

1
日

付
発

出
第

1
3
1
号

）
の

1
の

（
4
）
に

該
当

。

文
書

ＩＤ
1
6
-
0
0
0
6
2
4
5
0

〔
随

意
契

約
理

由
〕

当
該

シ
ス

テ
ム

は
、

（
株

）
日

立
情

報
シ

ス
テ

ム
ズ

（
現

、
（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

）
が

著
作

権
を

有
す

る
パ

ッ
ケ

ー
ジ

ソ
フ

ト
に

鳥
取

県
版

の
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
を

施
し

、
構

築
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

本
業

務
で

は
、

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
へ

の
改

修
も

必
要

で
あ

り
、

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
の

著
作

権
を

有
し

な
い

同
社

以
外

で
は

、
再

構
築

業
務

が
困

難
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
地

方
自

治
法

施
行

令
第

1
6
7
条

の
2
第

1
項

第
2
号

及
び

「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
（
昭

和
4
2
年

4
月

1
日

付
発

出
第

1
3
1
号

）
の

1
の

（
4
）
に

該
当

。

（
単

位
：
円

）

土
木

総
務

費

1
4
,0

5
8
,3

6
0

文
書

ＩＤ
1
5
-
0
0
1
7
7
3
4
8

〔
随

意
契

約
理

由
〕

当
該

シ
ス

テ
ム

は
、

（
株

）
日

立
情

報
シ

ス
テ

ム
ズ

（
現

、
（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

）
が

著
作

権
を

有
す

る
パ

ッ
ケ

ー
ジ

ソ
フ

ト
に

鳥
取

県
版

の
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
を

施
し

、
構

築
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

本
業

務
で

は
、

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
へ

の
改

修
も

必
要

で
あ

り
、

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
の

著
作

権
を

有
し

な
い

同
社

以
外

で
は

、
運

用
保

守
業

務
が

困
難

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

地
方

自
治

法
施

行
令

第
1
6
7
条

の
2
第

1
項

第
2
号

及
び

「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
の

1
の

（
4
）
に

該
当

。

単
県

新
工

事
進

行
管

理
シ

ス
テ

ム
再

構
築

業
務

委
託

（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

中
国

支
社

H
2
9
.4

.1
8

精
H

2
9
.4

.2
8

6
7
,3

3
1
,2

5
0

H
2
9
.4

.1
8

1
1
,8

3
4
,6

4
0

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

単
県

建
設

技
能

労
働

者
の

賃
金

水
準

等
詳

細
調

査
委

託
業

務

（
公

財
）

鳥
取

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー

単
県

電
子

調
達

シ
ス

テ
ム

運
用

保
守

業
務

委
託

（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

中
国

支
社

H
2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

精

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

月
日

契
約

期
間

単
県

新
工

事
進

行
管

理
シ

ス
テ

ム
運

用
保

守
業

務
委

託

（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

中
国

支
社

H
2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

精

予
　

算
　

科
目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約

契
約

期
間

入
札

等
年

月
日

(契
約

保
証

金
納

付

H
2
9
.4

.1
8

3
,7

0
8
,6

0
6

文
書

ＩＤ
1
5
-
0
0
1
7
2
4
1
9
、

1
6
-
0
0
1
7
6
1
3
6

〔
随

意
契

約
理

由
〕

当
該

詳
細

調
査

は
県

が
発

注
す

る
工

事
の

設
計

金
額

と
当

該
工

事
の

受
注

者
が

出
し

た
下

請
金

額
と

の
比

較
に

よ
り

分
析

を
行

う
も

の
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
工

事
の

設
計

金
額

の
積

算
方

法
を

熟
知

し
た

者
が

調
査

を
行

う
の

が
最

も
合

理
的

で
あ

る
（
よ

り
迅

速
な

実
施

に
よ

り
正

確
な

結
果

が
期

待
で

き
る

）
た

め
、

地
方

自
治

法
施

行
令

第
１

６
７

条
の

２
第

１
項

第
２

号
及

び
「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
の

1
の

（
2
）
に

該
当

。

備
 　

考
支

出
区

分

H
2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.1
7

精

H
2
8
.8

.2
～

H
2
9
.3

.1
5
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（
４

）
委

　
託

　
料

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

2
2
,0

0
7
,2

7
9

(H
2
8
.1

2
.2

1
)

2
1
,8

2
8
,1

5
0

H
2
8
.1

2
.2

1
（
免

除
）

H
2
9
.6

.3
0

（
　

　
　

　
）

随
H

2
9
.7

.7

1
3
,0

6
2
,9

7
8

(H
2
8
.1

2
.2

1
)

1
3
,0

6
2
,9

7
8

H
2
8
.1

2
.2

1
（
免

除
）

H
2
9
.6

.3
0

（
　

　
　

　
）

随
H

2
9
.7

.7

予
定

価
格

が
5
0
万

円
未

満
の

も
の

0

本
庁

執
行

分
計

1
2
2
,2

9
8
,2

7
6

出
納

機
関

執
行

分
計

2
2
,1

5
6
,9

3
6

目
　

　
　

計
1
4
4
,4

5
5
,2

1
2

支
  
出

  
の

  
状

  
況

単
県

電
子

入
札

シ
ス

テ
ム

保
守

運
営

業
務

委
託

（
工

事
電

子
調

達
シ

ス
テ

ム
再

構
築

委
託

）

（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

中
国

支
社

H
2
8
.1

2
.2

1
～

H
2
9
.6

.3
0

契
約

期
間

文
書

ＩＤ
 1

7
-
0
0
0
9
6
4
1
5

[随
意

契
約

理
由

]
本

シ
ス

テ
ム

は
、

株
式

会
社

日
立

情
報

シ
ス

テ
ム

ズ
（
現

、
株

式
会

社
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

）
が

著
作

権
を

有
す

る
パ

ッ
ケ

ー
ジ

ソ
フ

ト
に

鳥
取

県
版

の
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
を

施
し

、
構

築
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

本
業

務
で

は
、

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
へ

の
改

修
も

必
要

で
あ

り
、

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
の

著
作

権
を

有
し

な
い

同
社

以
外

で
は

、
改

修
作

業
が

困
難

で
あ

る
た

め
。

※
Ｈ

2
8
債

務
負

担
で

あ
り

、
支

払
い

は
Ｈ

2
9
年

度
に

行
う

。

文
書

ＩＤ
 1

7
-
0
0
0
9
7
0
8
0

本
シ

ス
テ

ム
は

、
鳥

取
県

と
株

式
会

社
鳥

取
県

情
報

セ
ン

タ
ー

が
契

約
し

て
い

る
ク

ラ
ウ

ド
環

境
で

運
用

し
、

ま
た

、
同

社
に

よ
り

整
備

さ
れ

た
県

庁
内

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

に
よ

り
使

用
し

て
い

る
シ

ス
テ

ム
で

あ
る

。
本

業
務

で
は

、
現

行
ク

ラ
ウ

ド
で

運
用

し
て

い
る

シ
ス

テ
ム

を
同

社
が

準
備

す
る

新
た

な
鳥

取
県

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

環
境

へ
の

複
写

、
ま

た
、

新
た

な
県

庁
内

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
回

線
の

整
備

が
必

要
で

あ
る

。
上

記
整

備
を

行
っ

て
い

る
同

社
以

外
で

は
、

今
回

支
援

作
業

が
困

難
で

あ
る

た
め

同
社

と
随

意
契

約
と

す
る

も
の

。
※

Ｈ
2
8
債

務
負

担
で

あ
り

、
支

払
い

は
Ｈ

2
9
年

度
に

行
う

。

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

完
　

 了
年

月
日

備
 　

考
契

約
期

間
支

出
区

分
支

  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

月
日

単
県

電
子

入
札

シ
ス

テ
ム

保
守

運
営

業
務

委
託

（
工

事
電

子
調

達
シ

ス
テ

ム
再

構
築

支
援

委
託

）

（
株

）
鳥

取
県

情
報

セ
ン

タ
ー

H
2
8
.1

2
.2

1
～

H
2
9
.6

.3
0

土
木

総
務

費

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方
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（
４

）
委

　
託

　
料

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

単
価

契
約

1
件

2
1
,3

0
5 円

（
H

2
8
.4

.1
）

1
件

1
9
,7

2
7
円

た
だ

し
4
,2

6
1
,0

3
2
円

を
限

度
と

す
る

。

H
2
8
.3

.2
8

（
免

除
）

H
2
9
.3

.2
2

（
　

　
　

　
）

随
H

2
8
.3

.2
2

単
価

契
約

（
H

2
8
.4

.1
）

シ
ス

テ
ム

基
本

料
１

ID
に

つ
き

5
4
,0

0
0
円

建
設

業
許

認
可

電
算

処
理

1
処

理
に

つ
き

2
,1

6
0
円

経
営

事
項

審
査

電
算

処
理

1
処

理
に

つ
き

6
9
0
円

H
2
8
.2

.1
2

（
免

除
）

H
2
8
.6

.3
0

H
2
8
.9

.3
0

H
2
8
.1

2
.3

1
H

2
9
.3

.3
1

（
　

　
　

　
）

随

H
2
8
.7

.6
H

2
8
.1

0
.1

1
H

2
9
.1

.1
0

H
2
9
.4

.7
予

定
価

格
が

5
0
万

円
未

満
の

も
0

本
庁

執
行

分
計

7
,5

1
7
,2

9
2

出
納

機
関

執
行

分
計

0

目
　

　
　

計
7
,5

1
7
,2

9
2

合
　

　
　

計
1
5
1
,9

7
2
,5

0
4

H
2
9
.4

.1
2

4
,2

6
1
,0

3
2

文
書

ＩＤ
1
5
-
0
0
1
7
9
9
1
4
、

1
6
-
0
0
1
7
6
2
2
0

〔
随

意
契

約
理

由
〕

当
該

調
査

は
、

元
請

・
下

請
業

者
の

回
答

の
食

い
違

に
よ

る
す

り
合

わ
せ

が
一

番
困

難
な

点
で

あ
り

、
建

設
業

法
に

習
熟

し
て

い
な

い
民

間
調

査
業

者
で

は
建

設
業

者
に

対
し

誤
っ

た
調

査
結

果
を

聴
取

し
て

し
ま

う
可

能
性

が
あ

る
。

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

は
、

建
設

業
界

の
契

約
取

引
等

を
熟

知
し

、
業

者
に

対
し

て
調

査
趣

旨
を

正
し

く
伝

え
、

元
請

・
下

請
と

利
害

関
係

な
く
公

平
に

調
査

で
き

る
唯

一
の

民
間

事
業

者
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
地

方
自

治
法

施
行

令
第

１
６

７
条

の
２

第
１

項
第

２
号

及
び

「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
の

1
の

（
2
）
に

該
当

。

6
3
9
,6

6
0

8
7
6
,9

9
0

8
6
2
,7

1
0

8
7
6
,9

0
0

精

H
2
8
.7

.2
0

H
2
8
.1

0
.1

9
H

2
9
.1

.1
7

H
2
9
.5

.1

文
書

ＩＤ
1
5
-
0
0
1
6
8
4
6
9

〔
随

意
契

約
理

由
〕

　
当

該
シ

ス
テ

ム
は

、
従

来
よ

り
旧

建
設

省
及

び
各

都
道

府
県

で
共

通
し

た
シ

ス
テ

ム
を

利
用

し
て

お
り

、
そ

の
許

可
情

報
に

係
る

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

に
つ

い
て

は
、

一
般

財
団

法
人

建
設

業
情

報
管

理
セ

ン
タ

ー
の

み
が

保
有

し
て

お
り

、
こ

の
情

報
を

オ
ン

ラ
イ

ン
処

理
で

き
る

唯
一

の
機

関
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
地

方
自

治
法

施
行

令
第

1
6
7
条

の
2
第

1
項

第
2
号

及
び

「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
の

1
の

（
2
）
に

該
当

。

建
設

業
指

導
監

督
費

建
設

工
事

下
請

取
引

点
検

調
査

・
指

導
業

務
委

託

（
公

財
）

鳥
取

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー

H
2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

精

（
単

位
：
円

）

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考

建
設

業
情

報
管

理
シ

ス
テ

ム
電

算
処

理
業

務
に

係
る

委
託

（
一

財
）

建
設

業
情

報
管

理
セ

ン
タ

ー

H
2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

契
約

期
間

支 出 区 分

入
札

等
年

月
日

(契
約

保
証

金
納

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

月
日

契
約

期
間

予
　

算
　

科
目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
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（
４

－
２

）
委

　
託

　
料

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
を

受
け

て
執

行
し

た
も

の
）

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

4
,9

3
0
,2

0
0

（
H

2
8
.1

0
.4

）
4
,9

2
7
,5

0
0

Ｈ
2
8
.9

.2
8

（
免

除
）

H
2
9
.3

.1
0

随

予
定

価
格

が
5
0

万
円

未
満

の
も

の
0

本
庁

執
行

分
計

4
,9

2
7
,5

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

0

目
　

　
　

計
4
,9

2
7
,5

0
0

精
H

2
9
.4

.1
2

4
,9

2
7
,5

0
0

文
書

ＩＤ
：
1
6
-
0
0
0
9
1
4
8
5

［
随

意
契

約
理

由
］

本
シ

ス
テ

ム
は

（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

が
著

作
権

を
有

す
る

パ
ッ

ケ
ー

ジ
ソ

フ
ト

に
、

鳥
取

県
版

の
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
を

施
し

構
築

さ
れ

た
も

の
で

あ
る

。
本

業
務

で
は

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
へ

の
改

修
も

必
要

で
あ

り
、

パ
ッ

ケ
ー

ジ
部

分
の

著
作

権
を

有
す

同
社

以
外

で
は

改
修

作
業

が
困

難
で

あ
る

た
め

、
地

方
自

治
法

施
行

令
第

1
6
7
条

の
2
第

1
項

第
2

号
及

び
「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
の

1
の

（
2
）
に

該
当

。
※

営
繕

課
か

ら
配

当
替

を
受

け
て

実
施

財
産

管
理

費
単

県

鳥
取

県
工

事
進

行
管

理
シ

ス
テ

ム
等

改
修

業
務

委
託

（
株

）
日

立
シ

ス
テ

ム
ズ

中
国

支
社

H
2
8
.1

0
.4

～
H

2
9
.3

.1
0

契
約

期
間

支 出 区 分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

月
日

契
約

期
間

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
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（
４

－
２

）
委

　
託

　
料

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
を

受
け

て
執

行
し

た
も

の
）

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

6
6
6
,3

6
0

（
H

2
8
.8

.2
5
）

6
6
6
,3

6
0

Ｈ
2
8
.8

.1
8

（
免

除
）

H
2
8
.1

0
.3

1

随
H

2
8
.1

0
.3

1

8
7
6
,2

0
4

（
Ｈ

2
8
.6

.2
9
）

8
7
6
,2

0
4

H
2
8
.6

.1
7

（
免

除
）

H
2
8
.8

.3
0

（
　

　
　

　
）

随
H

2
8
.8

.3
0

予
定

価
格

が
5
0

万
円

未
満

の
も

の
4
0
9
,4

2
8

と
っ

と
り

建
設

産
業

の
魅

力
発

信
講

座
委

託

本
庁

執
行

分
計

1
,9

5
1
,9

9
2

出
納

機
関

執
行

分
計

0

目
　

　
　

計
1
,9

5
1
,9

9
2

合
　

　
　

計
6
,8

7
9
,4

9
2

文
書

ＩＤ
：
1
6
-
0
0
0
4
4
0
3
8
、

1
6
-
0
0
0
7
6
3
8
9

[随
意

契
約

理
由

]
土

木
学

会
は

土
木

事
業

の
発

達
や

土
木

技
術

者
の

資
質

向
上

を
図

る
た

め
、

土
木

遺
産

の
指

定
や

土
木

の
広

報
・

各
種

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
な

ど
、

広
く
一

般
に

土
木

の
魅

力
を

Ｐ
Ｒ

し
て

い
る

団
体

で
あ

り
、

会
員

の
所

属
も

教
育

・
研

究
機

関
の

ほ
か

、
建

設
業

、
建

設
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

関
係

、
鉄

道
・
道

路
関

係
、

行
政

機
関

、
地

方
自

治
体

な
ど

多
岐

に
わ

た
っ

て
い

る
。

当
該

業
務

は
、

土
木

技
術

者
等

の
人

材
不

足
が

懸
念

さ
れ

る
な

か
、

土
木

の
イ

メ
ー

ジ
を

ア
ッ

プ
し

、
若

者
や

女
性

の
就

労
に

繋
げ

る
た

め
、

土
木

に
関

す
る

講
演

を
行

い
な

が
ら

の
カ

フ
ェ

、
土

木
学

会
の

指
定

す
る

土
木

遺
産

を
巡

る
ツ

ア
ー

を
開

催
す

る
も

の
で

あ
り

、
当

該
業

務
を

唯
一

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
る

土
木

学
会

と
随

意
契

約
す

る
も

の
で

あ
る

。
※

技
術

企
画

課
か

ら
配

当
替

を
受

け
て

実
施

土
木

総
務

費
H

2
8
.6

.2
9

～
H

2
8
.8

.3
1

単
県

ど
ぼ

く
カ

フ
ェ

及
び

土
木

遺
産

ツ
ア

ー
運

営
業

務
委

託

（
公

社
）
土

木
学

会
中

国
支

部
精

H
2
8
.9

.1
6

文
書

ＩＤ
：
1
6
-
0
0
0
7
1
2
3
4

［
随

意
契

約
理

由
］

　
（
一

財
）
地

域
開

発
研

究
所

は
、

本
県

で
も

（
一

社
）
鳥

取
県

土
木

施
工

管
理

技
士

会
が

開
催

す
る

２
級

土
木

施
工

管
理

技
士

の
資

格
取

得
試

験
対

策
の

た
め

の
講

習
会

講
師

を
務

め
て

お
り

、
当

該
講

習
会

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
と

調
整

を
図

り
な

が
ら

、
当

該
資

格
取

得
の

た
め

の
「
実

地
試

験
」
に

特
化

し
た

講
習

開
催

と
す

る
た

め
、

地
方

自
治

法
施

行
令

第
1
6
7
条

の
2
第

1
項

第
2
号

及
び

「
随

意
契

約
の

運
用

に
つ

い
て

」
の

1
の

（
2
）
に

該
当

。
※

技
術

企
画

課
か

ら
配

当
替

を
受

け
て

実
施

精
H

2
8
.1

1
.1

0
6
6
6
,3

6
0

H
2
8
.8

.2
5

～
H

2
8
.1

0
.3

1

8
7
6
,2

0
4

単
県

２
級

土
木

施
工

管
理

技
術

検
定

実
地

試
験

対
策

講
習

業
務

委
託

一
般

財
団

法
人

地
域

開
発

研
究

所

（
単

位
：
円

）

完
　

 了
年

月
日

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
契

約
期

間
支 出 区 分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

月
日

契
約

期
間
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１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約

（
起

工
年

月
日

）
設

 　
計

 　
額

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

工
　

　
期

　
　

 変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )

（
変

更
年

月
日

）
設

 　
計

 　
額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
工

　
　

期
契

約
形

態

（
　

　
　

　
　

）
（
　

　
　

　
　

 ）

～
(　

　
　

　
)

本
庁

執
行

分
計

0

出
納

機
関

執
行

分
計

9
1
,2

4
8
,2

4
0

目
　

　
　

計
9
1
,2

4
8
,2

4
0

合
　

　
　

計
9
1
,2

4
8
,2

4
0

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）

　
　

　
　

　
該

当
な

し

土
木

総
務

費

入
札

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)
請

負
人

支
  
　

出
  
　

 状
　

  
況

実
地

完
成

年
月

日
変

　
　

　
更

（
 解

　
除

 ）
の

 理
 由

・
  
内

 容

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目
（
目

）
国

補
単

県
の

別
工

　
　

事
　

　
名

備
 　

考
支

出
区

分
年

月
日

金
  
 　

額
検

　
 査

年
月

日

・
八

頭
庁

舎
耐

震
補

強
整

備
事

業
（
継

続
）

8
8
,7

9
6
,6

4
0
円

・
八

頭
庁

舎
駐

車
場

修
繕

工
事 2
,4

5
1
,6

0
0
円
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１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

(平
成

2
9
年

3
月

3
1
日

現
在

)

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
6
3

H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

計
7
6
,0

6
8
.5

3
1
0
1
,2

6
2
,2

2
3

6
3
.0

0
0

7
6
,1

3
1
.5

3
1
0
1
,2

6
2
,2

2
3

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
2
9
.3

.1
△

 1
1
2
.9

2
売

却
H

計
2
9
,6

5
3
.6

5
－

△
 1

1
2
.9

2
0

2
9
,5

4
0
.7

3
-

合
計

1
0
5
,7

2
2
.1

8
1
0
1
,2

6
2
,2

2
3

△
 4

9
.9

2
1
0
5
,6

7
2
.2

6
1
0
1
,2

6
2
,2

2
3

行
政

・
普

通
財

産
の

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末
本

年
度

異
動

状
況

本
年

度
末

備
　

考

行
政

財
産

鳥
取

県
土

整
備

事
務

所
（
文

書
保

管
書

庫
）

鳥
取

市
幸

町
９

２
7
7
0
.0

7
不

明
7
7
0
.0

7

1
0
,5

3
5
.5

8
6
,1

2
9
,0

5
7

不
明

不
明

　
　

　
　

　
〃

（
特

殊
車

両
庫

）
鳥

取
市

千
代

水
２

丁
目

１
７

3
,9

0
9
.2

2
9
5
,1

3
3
,1

6
6

3
,9

0
9
.2

2
9
5
,1

3
3
,1

6
6

6
,1

2
9
,0

5
7

　
　

　
　

　
〃

（
資

材
置

場
）

鳥
取

市
古

海
８

９
５

－
４

他
2
4
8
.0

0
不

明
2
4
8
.0

0

八
頭

庁
舎

八
頭

郡
八

頭
町

郡
家

１
０

０

八
頭

郡
八

頭
町

郡
家

３
８

０
－

６
3
,8

3
3
.1

0
不

明
3
,8

3
3
.1

0

1
0
,5

3
5
.5

8

八
頭

県
土

整
備

事
務

所
（
特

殊
車

両
車

庫
）

不
明

不
明

中
部

県
土

整
備

局
（
特

殊
車

両
車

庫
）

倉
吉

市
下

田
中

町
８

２
５

2
,4

8
0
.3

3
不

明
2
,4

8
0
.3

3
不

明

1
3
0
.0

0
不

明
1
3
0
.0

0
不

明

　
　

　
〃

（
資

材
置

場
）

倉
吉

市
上

神
字

柄
杓

田
６

５
６

－
２

8
1
8
.0

0
不

明
8
1
8
.0

0

　
　

　
〃

（
大

山
除

雪
車

両
基

地
）

西
伯

郡
大

山
町

赤
松

５
６

８
－

１
４

７
4
8
,8

1
8
.0

0
不

明
4
8
,8

8
1
.0

0
不

明
台

帳
に

合
わ

せ
て

修
正

米
子

県
土

整
備

局
（
資

材
倉

庫
）

米
子

市
新

山
４

８
－

５
他

日
野

県
土

整
備

局
（
特

殊
車

両
庫

）

日
野

郡
日

野
町

本
郷

９
２

－
１

4
,5

2
6
.2

3
不

明
4
,5

2
6
.2

3
不

明

普
通

財
産

（
元

）
境

港
務

所
（
野

積
場

・
岸

壁
）

境
港

市
浜

野
町

、
大

正
町

2
0
,6

4
3
.9

7
不

明
2
0
,6

4
3
.9

7
不

明
貸

付

日
野

県
土

整
備

局
（
職

員
駐

車
場

用
地

）

日
野

郡
日

野
町

本
郷

９
２

－
１

1
8
0
.0

0
不

明
1
8
0
.0

0
不

明
貸

付

廃
道

廃
川

敷
地

県
内

各
所

8
,8

2
9
.6

8
不

明
8
,7

1
6
.7

6
不

明
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面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

計
8
,8

2
5
.8

9
3
4
9
,3

2
8
,7

7
5

8
,8

2
5
.8

9
3
4
9
,3

2
8
,7

7
5

合
計

8
,8

2
5
.8

9
3
4
9
,3

2
8
,7

7
5

8
,8

2
5
.8

9
3
4
9
,3

2
8
,7

7
5

　
　

　
　

　
〃

（
資

材
倉

庫
）

日
野

郡
日

野
町

本
郷

１
２

－
３

3
6
.0

0
不

明
3
6
.0

0
不

明

日
野

県
土

整
備

局
（
特

殊
車

両
庫

）

日
野

郡
日

野
町

本
郷

９
２

－
１

9
2
1
.5

2
8
5
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　　ウ　山林

　　　　該当なし

　　エ　不動産売却等

契約の相手方

円

112.92㎡ 11,292 随意契約

合　　計 112.92㎡ 11,292

　　オ　財産の交換　～　ケ　有価証券

　　　　該当なし

　　コ　出資による権利　

前年度末 本年度末

（数量、金額） 増 減 （数量、金額）

円 円 円 円
0

2,190,000 0 0 2,190,000

鳥取県土地開発公
社出資金

10,000,000 0 0 10,000,000
鳥取県土地開
発公社

 （２）金券類の受払状況

ア　金券の受払状況

購 入 額 使 用 額
　円 　円 　円 　円

郵便切手及び郵便
はがき

178,080 620,646 786,879 11,847

合　　計 178,080 620,646 786,879 11,847

イ　タクシーチケットの受払状況

 （３）基　金

　　該当なし

価　　　格 住　所　氏　名

（平成２９年３月３１日現在）

備　考

米子市灘町
1-123-1、125-
1、126-1、127-
1、128

土地 売却 H29.3.1

米子市糀町1-
160
西部総合事務所
所長　中山　貴
雄

種　　別 所　在　地

処　　分　　の　　状　　況

区　　分 年月日 面積又は数量

65 20 37

（平成２９年３月３１日現在）

前年度末未使用枚数
本　　年　　度　　中

本年度末 備　　　考
購入枚数 使用枚数及び金額

48

枚 枚 枚 枚

（平成２９年３月３１日現在）

備　　　　考

12,190,000

種　　別 前年度末
本　年　度　中

本年度末

（平成２９年３月３１日現在）

区　　分
本　　年　　度　　中

法　人　名 備　　　考

合　　計 12,190,000

（一財）建設業情報
管理センター出資
金

（一財）建設業
情報管理セン
ター

0 0

48,080円
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２１　借受不動産明細調べ　　　該当なし

２２　職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ　　　該当なし

２４　寄附物件の受納状況調べ　　　該当なし

２６　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

２７　貸付金等状況調べ

２８　職員旅費の執行状況調べ

（１）旅行伺の事前承認

90 3 0 0 3

（２）旅費概算払の精算等

　ア　概算払の精算が旅行完了日の翌日から２週間以上経過しているもの（零精算を除く）　……………   （　　　0件中　　0件）
　イ　精算払が旅行完了日の翌日から30日以上経過しているもの　 ………………………………………   （　　71件中　　7件）

（３）旅費の計算

用　務　先 旅　行　期　間 支出金額

国土交通省
Ｈ28.12.20
～Ｈ28.12.21

16,760円

国土交通省
Ｈ29.2.14
～Ｈ29.2.15

17,360円

（４）旅費の適正執行の取組状況等

該当なし

該当なし

  旅行命令権者の承認前の旅行、出張旅費の精算の遅延、往復割引の徹底など監査意見について、職員に周知徹底を
図った。

○　意見、要望等
　　（１）業務に関する要望等

　　（２）監査委員事務局に対する意見・要望等

　　　該当なし

用　務　内　容 備　　　　考

国冬要望

緊急国要望

旅行総件数

旅費システム
で発令日が出
発日より遅い
件数 ①

①のうち履歴
で事前承認が
確認できた件
数 ②

①のうち②以
外で緊急等特
別な理由が
あった件数 ③

特別な理由も
なく事前承認
がされていな
い件数　　（①
－②－③）

備　　　　考

平成28年8月31日 ・　有　　　　　・　無

（２）　物品の照合
照合年月日 現物確認できなかった物品 現物が確認できなかった物品名 個　数

（１）　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ　　　該当なし

２５　備品の処分状況調べ　　　該当なし

２３　自動車（二輪を除く）の管理状況調べ　　　該当なし
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